
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
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千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.28][0.28][0.28][0.28]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

110/128110/128110/128110/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

0.330.330.330.330.00
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1.101.101.101.10

0.450.450.450.45
0.460.460.460.460.460.460.460.460.450.450.450.450.440.440.440.44

H21H20H19H18H17

0.280.280.280.28
0.290.290.290.290.290.290.290.290.290.290.290.290.270.270.270.27

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [86.0%][86.0%][86.0%][86.0%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

20/12820/12820/12820/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

90.190.190.190.1

(%)
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94.894.894.894.893.793.793.793.7
90.490.490.490.4

H21H20H19H18H17

86.086.086.086.089.489.489.489.4

95.495.495.495.494.994.994.994.9
97.397.397.397.3

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[194,397[194,397[194,397[194,397円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

119/128119/128119/128119/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

140,079140,079140,079140,079
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138,484138,484138,484138,484
132,816132,816132,816132,816132,082132,082132,082132,082130,591130,591130,591130,591136,605136,605136,605136,605

H21H20H19H18H17

194,397194,397194,397194,397
189,557189,557189,557189,557197,187197,187197,187197,187197,723197,723197,723197,723

220,015220,015220,015220,015

給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [95.0][95.0][95.0][95.0]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

39/12839/12839/12839/128
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

95.195.195.195.1120.0
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95.695.695.695.695.895.895.895.895.695.695.695.695.195.195.195.1

H21H20H19H18H17

95.095.095.095.0
94.294.294.294.293.893.893.893.893.093.093.093.092.592.592.592.5

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [12.98[12.98[12.98[12.98人人人人]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

110/128110/128110/128110/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.337.337.337.33
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

9.639.639.639.63

(人)
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15.8415.8415.8415.84
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9.509.509.509.509.719.719.719.719.609.609.609.609.609.609.609.60

H21H20H19H18H17

12.9812.9812.9812.98
13.0013.0013.0013.0013.3513.3513.3513.3513.5613.5613.5613.5613.7713.7713.7713.77

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [16.5%][16.5%][16.5%][16.5%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

79/12879/12879/12879/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

16.716.716.716.7

(%)
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16.516.516.516.5

17.817.817.817.817.917.917.917.917.717.717.717.7
16.216.216.216.2

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [146.7%][146.7%][146.7%][146.7%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

90/12890/12890/12890/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.892.892.892.8
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

136.4136.4136.4136.4

(%)
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146.7146.7146.7146.7
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134.7134.7134.7134.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

北秋田市北秋田市北秋田市北秋田市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
○財政力指数
　指数値は、18年度から20年度まで0.29となっているが、21年度においては、景気の低迷による個
人所得割、法人税割収入の減により基準税収入額が減少し、前年度比0.1ポイント減の0.28となっ
た。この数値は、全国類似団体平均を大きく下回っており、県内市町村平均の0.33を0.05ポイント下
回り県内市で最低水準となっている。行財政改革大綱に定めた新たな収入の確保（家庭ごみの有
料化等）、税収納率の向上、受益者負担の適正化等の取り組みにより歳入確保に努め、財政力の
向上を図る。

○経常収支比率
　21年度の比率は、86.0となり、20年度に続き全国類似団体平均を下回り、県内市では最も良い水
準となっている。これは、新規採用者の抑制、一部職員手当を削減してきたことによる人件費の
減、指定管理者制度の導入による物件費縮減への取り組みの効果が表れてきているものと考えら
れ、地方交付税収入の増もプラス要因として働いている。今後も行財政改革大綱の取り組みを推
進し経常収支比率の改善を図る。

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　数値は類似団体中最低水準にある。これは、給与水準は全国平均を下回っているものの、単
独の常備消防、市立高等学校を有していることなどにより類似団体と比較して多くの職員数を抱
えていること、社会福祉施設、体育施設、コミュニティ施設などの施設を合併以前の旧町ごとに有
していたことにより維持管理費負担が大きいことによる。

○ラスパイレス指数
　指数値は、合併時に特殊勤務手当の廃止を行ったことなどにより類似団体平均、全国市平均
を下回っている。今後も適正な給与体系、給与水準を維持しながら給与の適正化に努める。

○将来負担比率
　将来負担額は、地方債現在高が1,410百万円減となったものの、公営企業債等繰入見込額が
2,455百万円増となったことなどにより783百万円増加したが、標準財政規模も地方交付税の伸び
などにより前年度より568百万円となったため、比率は13.2ポイント減の146.7％となった。公営企
業債等繰入見込額の増加は、病院事業、下水道事業等への公債費負担の増加によるものであ
る。

○実質公債費比率
　比率は類似団体平均を上回っているものの、前年度比1.3ポイント減の16.5％となり、20年度に

引き続き改善傾向にある。単年度の比率は、19年度18.9、20年度16.3、21年度14.5となり、大幅
に改善されてきているが、起債償還額の減少に加え普通交付税の増により標準財政規模が増加
したことによる影響が大きい。今後も、引き続き計画的な事業選択、起債償還元金の範囲内の新
規起債発行などを行うことにより起債残高の抑制を図り指数の上昇を抑える取り組みを強める。

○人口千人当たり職員数
　市立高校及び単独の常備消防を有していることもあり、数値は類似団体平均を大きく上回って
いる。21年４月１日現在の職員数は555人で、17年度比109人・16.4％の減となっており、集中改
革プランで定めた計画を人数で23人、割合で3.4ポイント目標を上回って職員数の適正化が進ん
でいる。今後も事務の効率化を図り適正な人事配置をすすめる。


